
参 考 資 料 １

労働者災害補償保険制度の概要

１ 目 的

労災保険は労働者の業務災害及び通勤災害等に対して迅速かつ公正な保護を

するために保険給付を行い、あわせて被災労働者の社会復帰の促進、被災労働

者及びその遺族の援護、適正な労働条件の確保等を図ることにより、労働者の

福祉の増進に寄与することを目的としている。

なお、労働者の業務災害については、使用者は労働基準法に基づく災害補償

責任を負っているが、同法の災害補償に相当する労災保険給付が行われる場合

には、この責任は免除され、労災保険が実質的に事業主の災害補償責任を担保

する役割を果たしている。

２ 適 用

労働者を使用する全ての事業に適用される（国家公務員、地方公務員（現業

の非常勤職員を除く ）及び船員は適用除外 。。 ）

ただし、農林水産業の事業の一部は、暫定的に任意適用事業となっている。

適用事業場数 約265万事業場 適用労働者数 約4,819万人 平成14年度末 )（ 、 （ ）

３ 保険給付

（次頁参照）

４ 労働福祉事業

適用事業に係る労働者及びその遺族の福祉の増進を図るため行われ、次の４

つの事業が実施されている。

(1) 被災労働者の円滑な社会復帰を促進するために必要な事業

(2) 被災労働者及び遺族の援護を図るために必要な事業

(3) 労働者の安全及び衛生の確保を図るために必要な事業

(4) 適正な労働条件の確保を図るために必要な事業

５ 費用の負担

(1) 労災保険の事業に要する費用は、原則として、事業主が負担する労災保険

料によってまかなわれている。

（平成16年度予算 保険料収入：約１兆443億円、国庫補助：約13億円 。）

(2) 保険料の額は、賃金総額に保険料率（現行では事業の種類毎に、災害率に

応じて、5／1,000～129／1,000）を乗じて算定される。

(3) 個々の事業主の負担の具体的公平を図るとともに、その自主的な災害防止

努力を促進するため、個々の事業ごとに収支率（保険料額に対する保険給付

額と特別支給金額の合計の割合）をみて、非業務災害分を除く保険料率の40

％（建設事業等の有期事業については35％）の範囲内で保険料率又は保険料

額が増減される（メリット制 。）



 

 
 
保 険 給 付 の 概 要 

 
 
 
 

年金給付基礎日額の 503 日分（8級）～ 

56 日分（14 級）の一時金 

療養のため休業す

る場合 

被災労働者が死亡

した場合 

常時又は随時介護

を要する場合 

脳・心臓疾患に関連

する異常所見 

（療養費の全額） 

休業 4日目から休業 1日につき休業給付基礎 

日額の 60％ 

療養開始後 1年 6ヶ月経過しても治らずその 

傷病が重い場合：年金給付基礎日額の 313 日 

分（1級）～245 日分（3級）の年金 

年金給付基礎日額の 313 日分（1級）～ 

131 日分（7級）の年金 

遺族数に応じ年金給付基礎日額の 153 日分 

～245 日分の年金 

遺族補償年金受給資格者がいない場合、 

その他の遺族に対し年金給付基礎日額の 

1,000 日分の一時金 

315,000 円＋給付基礎日額の 30 日分（最低 

保障額は給付基礎日額の 60 日分） 

1 月当たり、常時介護は 104,970 円、随時 

介護は 52,490 円を上限 

脳血管及び心臓の状態を把握するための二 
次健康診断及び医師等による特定保健指導 二次健康診断等給付

療養（補償）給付

休業（補償）給付

傷病（補償）年金

介護（補償）給付

葬祭料（葬祭給付）

障害（補償）年金

障害（補償）一時金

遺族（補償）年金

遺族（補償）一時金

障害が残った場合 
その程度に応じ 

 
※ 上記の他に労働福祉事業による特別支給金がある。 


